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●1	 はじめに

物流は、食料品や日用品を生活者に届けるとともに、

工場・店舗・オフィスなどにおける企業活動を支える重要

な都市機能である。しかし、消費者が店舗の棚に並ぶ商

品を手に取ったり、自宅に届く宅配便を受け取ったりする

際に、それらの商品がどのような過程を経て運ばれてきた

かを意識することは少ない。また、工場・店舗・オフィスな

どで物資を受け取る企業にとっても、必要な物資が必要

な日時に必要な量だけ届いている限り、その輸送過程に

まで注意を払うことはあまりないだろう。

ところが近年では、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大や、頻発化・激甚化する自然災害の発生を通じて、物

流の停滞が人々の生活や企業活動に大きな影響を及ぼす

ことが改めて認識されるようになった。さらに今後は、人

口減少に伴う物流業界の人手不足が物流の持続性を脅か

す可能性があることが大きな懸念となっている1）。また、

ネット通販の利用拡大に伴う宅配便の増加により、物流

は私たちの生活基盤を支える存在となり、その重要性が

これまで以上に身近なものとして認識されつつある。

これまでの都市計画やまちづくりでは、人の移動を支

える鉄道、バス、道路、駅前空間などが重視されてきた。

一方で、物流にも港湾・空港・高速道路などの「リンク」

と、物流施設や荷さばき施設などの「ノード」が存在し、

都市空間を構成する重要な要素となっている。物流を人

の交通と切り離して捉えるのではなく、両者の相互関係

や土地利用との関係を一体的に考えることが、都市の

活力向上や安全・安心の確保などを図るうえで重要であ

る。

本稿では、当研究所が企画・実施・とりまとめに携わっ

た第6回東京都市圏物資流動調査の結果を踏まえて、物

流の視点からみた都市計画・まちづくりの方向性につい

て述べるものである。令和8年（2026年）3月に公表され

た同調査の公表資料2）,3）では、都市計画・まちづくりのな

かで物流を考慮する取組を「物流まちづくり」と定義し、

それを推進していくことが提起された。本稿では、調査結

果を交えながら、物流施設立地や住宅地における宅配・

荷さばきの実態・課題を示すとともに、それらを踏まえた

「物流まちづくり」の内容について概説する。

また、第6回東京都市圏物資流動調査では、行政担当

者や一般の方々が調査データを利用しやすくなるように、

データの活用事例・活用方法をとりまとめたガイダンスの

公表やシミュレーションモデルの構築など、新たな取組

を実施した。本稿ではこれらの取組についても併せて紹

介する。

●2	 第6回東京都市圏物資流動調査の概要

第6回東京都市圏物資流動調査は、令和5～6年（2023

～2024年）に実施された物流に関する大規模調査であ

る。調査対象地域は、東京都（島しょ部除く）、神奈川県、

千葉県、埼玉県、茨城県の1都4県である（図－1）。

本調査は、工場などで生産された物資が、物流施設で

の保管や積替えを経て、中心市街地や住宅地の店舗・オ

フィス・住宅などに届けられるまでの物の流れの全体を

「物流」と捉えている。第6回東京都市圏物資流動調査

では、こうした物流の全体構造や、都市・交通との関係性

を把握するために、本体調査と3つの補完調査を実施した

（図－2）。

本体調査（事業所機能調査とも呼ぶ）は、東京都市圏

内の製造業、卸売業、小売業、サービス業、運送業、郵便

業、倉庫業などの事業所を対象に、事業所がどこに立地

し、どのような物流活動を行っているか（物流に関する機

能、物流の発生集中量、OD量など）を統計的に調査した

ものである。東京都市圏に所在する約33.9万事業所から

抽出した約8.6万事業所に調査への協力を依頼し、約2.6
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万事業所から回答を得た。この調査からは東京都市圏内

の地域別、施設種類別、業種別の物流の特徴を分析する

ことができる。

本体調査では把握できない実態・課題を捉えるため

に、3つの補完調査を行った。1つ目は、企業アンケート調

査であり、本体調査で把握した物流の実態に対して、今後

どのような変化が生じるかを捉えるため、企業における

物流施設の立地や物資の輸配送に対する考え方や将来

的な変化の可能性を調査したものである。約1.3万企業に

調査への協力を依頼し、約4,600企業から回答を得た。

2つ目は、個人のモノの受取調査である。近年増加傾向に

ある宅配の実態を捉えるため、本体調査では対象となっ

ていない個人（1万サンプル）に、宅配の受取頻度、受取

方法、再配達の発生頻度などを調査したものである。3つ

目は、地区物流調査である。商店街などの中心市街地（5

地区）、鉄道駅周辺の10階建て以上の中高層マンション

（29施設）、戸建て住宅などが集積した地域（1地域）を

対象として、それぞれ、店舗・オフィス・住宅などに物資を

届ける物流（貨物車の走行・駐停車、荷さばき、配達員

や台車による搬送など）の実態を実地調査したものであ

る。

6回目となる今回の調査が過去の調査と異なるのは次

の2点である。1つ目は、増加傾向にある宅配の実態を

複数の調査で捉えられるようにした点である。本体調査

（事業所機能調査）では、宅配の担い手の1つである「郵

便業」を調査対象に追加した。また、補完調査では、個人

のモノの受取調査と、地区物流調査における中高層マン

ションや住宅地を対象とした調査を初めて行った。

2つ目は、物流業界の人手不足の進行が及ぼす影響を

捉えられるようにした点である。本体調査（事業所機能

図－ 1　第 6 回東京都市圏物資流動調査の調査対象圏域 3）

図－ 2　第 6 回東京都市圏物資流動調査の調査内容（本体調査、補完調査）3）
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調査）では、人手不足に直面した企業による取組の結果

として、物流施設立地の変化、大型貨物車の利用増加、積

載率の向上などが実際に進んだかを分析できるようにし

た。これに加えて、補完調査の企業アンケート調査では、

人手不足への対応を企業がどの程度重視しているか、そし

て、それを重視している企業とそうでない企業との間で物

流施設立地や物資輸送の取組に対する意向がどのように

違うかを分析できるようにした。

●3	 物流からみた都市・まちづくりの実態・
課題

第6回東京都市圏物資流動調査のデータに基づく分析よ

り明らかとなった、物流からみた都市の実態・課題につい

て述べる。ここでは、特に、物流施設の立地、住宅地におけ

る宅配・荷さばきの2点に着目し、調査結果を概説する。

（1）物流施設の立地と土地利用

東京都市圏では、1日に461万トンの物資が移動してい

る。物の動きは、人の動きに比べると、東京都市圏外との

流動が大きな割合を占めるなど、広域的である（図－3）。

人の動きは、職場・学校への通勤・通学、店舗などへの買

物など日常的な移動が大半を占める一方で、物は、どの地

域も自地域のみでは必要な数量・種類を確保できないた

め、近隣の地域はもちろん、日本各地、海外を含む広い地

域範囲からの移動が存在している。

このような物の流れが、どんな種類の施設を出発し到

着しているかを、重量の割合で集計したものが図－4であ

る。この図から、工場と物流施設に多くの物資が出入りし

ていること、物流施設には工場に匹敵する量の物資が発

着していることがわかる。物流施設は、一般市民からは意

識しづらい存在だが、生産地と消費地の中間に位置し、保

管、仕分け、積替え、流通加工などを行うことにより、物資

を都市内に効率よく行き渡らせる調整機能を有している。

調査結果から、物流施設の事業所数が平成25年

（2013年）から令和5年（2023年）の10年間で約1割

増加していることがわかった（図－5）。この背景には次

の2つの要因があると考えられる。

1つ目は、物流業界の人手不足の進行である。物流施設

の立地場所に着目すると、図－6に示すように、東京湾沿

岸の臨海部、内陸の高速道路沿線などに集積している。

担い手不足が進むなかで、輸送の効率化・省力化を図る

ため、企業は、物流施設を交通利便性の高い地域に立地

させ、大型貨物車、船舶などの大量輸送手段が利用しや

すくなることを重視していると考えられる。補完調査の企

業アンケート調査によると、労働力不足への対応を重視

する企業ほど物流施設の新設・移転の意向が強く、高速

図－ 3　人と物の地域間流動の比較 3） 図－ 5　東京都市圏の物流施設の事業所数の変化 3）

図－ 4　物資流動（重量単位）の出発側・到着側の 
施設種類の構成比 3）
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道路インターチェンジ近傍や港湾周辺など交通利便性の

高い地域を立地場所として希望する傾向がみられる（図

－7）。今後、自動運転、中継輸送、共同輸送、マルチモー

ダル輸送など様々な輸送方法が広がる可能性があるな

か、交通利便性が高く、大量輸送手段との接続に優れる

東京湾沿岸の臨海部や内陸の高速道路沿線は、物流施設

の適地であり続けると考えられる。

2つ目は、ネット通販の利用拡大による宅配の増加であ

る。近年、宅配便の取扱個数が右肩上がりで増加してい

る4）。これに対応して、宅配を取り扱う物流施設やネット

通販で販売する商品を保管する物流施設が多くなってい

る。本調査からも、物流施設全体のうち約3分の1が個人

宅向けの貨物を取り扱っていることがわかっている5）。ま

た、店舗、居住施設など最終消費地に商品を出荷する物

流施設は、輸送しやすさから、人口集積地区（DID）にも

多く立地している6）。

以上のような人手不足への対応や宅配需要の増加を背

景として、物流施設の立地需要は今後も続くと考えられ

る。そのため、物流施設の適地においては、周辺の居住環

境、自然環境への影響などに配慮しながら、立地ニーズに

見合った計画的な土地利用を図ることが求められる。

内陸の高速道路沿線では、物流施設を高速道路イン

ターチェンジ周辺に誘導することは、物流の効率化の観

点からは合理的であるが、市街化調整区域などにおける

開発規制との矛盾や優良農地の浸食などの懸念もある。

市街化調整区域などでは、無秩序な乱開発が進まないよ

うに、立地のコントロールを図ることが課題である。

東京湾沿岸の臨海部では、古くから物流施設が集積

し、建物の老朽化が進んでいる。古い物流施設は、小規

模な建物が多いため、取り扱える物資の量が限定的とな

り物流の効率化が阻害されたり、旧耐震基準のもとで建

設されたものもあるため、災害による物流への影響が大

きくなる可能性がある。そのため、建替・機能更新を図る

ことが課題である。

住宅地に近接した地域のなかには、宅配を取り扱う物

流施設が立地しているエリアもある。このようなエリアで

は、物流施設内の作業による騒音、物流施設に出入りす

る貨物車の交通などによる居住環境への影響が懸念され

る。物流施設の立地ニーズに対応しながら、住宅地との土

地利用上の調和を図り、良好な居住環境を確保していく

ことが課題である。

（2）住宅地における宅配と荷さばき

前節で述べたように、近年はネット通販の利用拡大に

伴って宅配が増加している。本調査で新たに実施した個

人のモノの受取調査によると、世帯は平均的に週1回程度

の頻度で宅配を受け取っている（図－8）。

宅配の受取方法をみると、玄関などでの受取が約7割、

自宅の宅配ボックスが14％、置き配が12％であり、対面・

非対面を合わせた自宅での受取が全体の97％を占めて

いる（図－9）。これは、ほぼすべての宅配が物流事業者

によって住宅へと直接的に運ばれていることを意味して

いる。

物の流れについて、どんな種類の施設を出発し到着し

ているかを「件数」の割合でみると（図－10）、「重量」の図－ 6　地域別の物流施設の事業所数 3）

図－ 7　労働力不足への対応の重視度が 
物流施設立地の意向に及ぼす影響 6）
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割合でみた図－4とは異なる特徴が読み取れる。図－10

からは、到着側の約4分の1が居住施設（住宅）となって

いることがわかる。宅配は個々の住宅に届けられるため、

小口の輸送である。そのため、住宅への配送は、重量では

大きな割合を占めないものの、件数では物流全体のなか

で無視できない存在となっている。このことは、近年の宅

配の増加が、住宅へと物流を引き寄せ、住宅地が物流活

動の舞台の1つとなっていることを示唆している。中心市

街地のみならず、住宅地においても荷さばきへの対応を

考える必要がある。

中高層マンションや、戸建て住宅などが立ち並ぶ住宅

地において物流の実態を調査した地区物流調査の結果

をみると、路上駐車のうち荷さばきを行う車両が3割以

上を占めることがわかった（図－11）。路上荷さばきが常

態化すると、歩行者との錯綜や安全性の低下を招くこと

があるため、住宅地においても、貨物車の荷さばきスペー

スが確保されていることが重要である。特に、住戸数の多

い中高層マンションは、届けられる宅配の量が多く（図－

12）、荷さばき車両が集中することがあるため、建物の規

模などに応じた荷さばきスペースの確保が求められる。

住宅地では、午前中や夕方の時間帯に、宅配を届ける

貨物車の駐車台数が多い。午前中のピークは通勤・通学

時間帯とは重なっていないものの、夕方のピークは帰宅

図－ 10　物資流動（件数単位）の出発側・到着側の 
施設種類の構成比 3）

図－ 11　路上駐車に占める荷さばき車両の割合 3）

図－ 12　中高層マンションの住戸数と宅配荷物の個数の 
関係 6）

図－ 8　1 世帯当り平均の宅配受取頻度 3）

図－ 9　宅配の受取場所 3）
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時間帯に一部重なっている。個人が在宅している時間を

狙って荷物が届けられている側面もあるため、単純では

ないが、たとえば、宅配ボックスや置き配などの受取方法

の多様化などを通じて、荷さばき車両の集中を緩和する

などして、住宅地における物流活動と生活環境との両立

を図ることが課題である（図－13）。

●4	 物流からみた都市計画・まちづくりの 
方向性

（1）物流まちづくりの定義

第6回東京都市圏物資流動調査では、以上の課題に

対応し、都市の物流をよくすることが、都市の活力・競争

力の向上、持続可能性の確保、安全・安心の確保、ウェル

ビーイングの向上につながるとしたうえで、都市計画・ま

ちづくりのなかで物流を考慮することの必要性・重要性を

指摘した。具体的には、「物流まちづくり」を「行政の各部

署や民間企業、国民など、多様な関係者が、物流が都市

機能の1つであることを認識し、物流と人の交通の相互関

係や土地利用との連携を考慮しながら、協働して、地域・

都市づくりを行うことにより、安全・安心・快適な都市環

境を形成する取組」と定義し、それを進めていくことを提

案している（図－14）。

以下、物流まちづくりの方向性を示す3つの柱と実践ポ

イントについて紹介する。

（2）物流まちづくりの 3 つの柱と実践ポイント

① 物流施設の立地を考慮した都市計画の推進

1つ目の柱は、土地利用と連携させながら、計画的に物

流施設の立地誘導を進めていくことである。自治体が広

域的な物資流動の実態を把握し、物流機能を確保すべき

エリアを都市計画に位置付けること、港湾周辺の臨海部、

高速道路インターチェンジ周辺、既存の産業用地などで

は、交通ネットワークと連携した物流施設の立地誘導を

進める一方で、市街化調整区域や、住宅との混在が懸念

される地域などでは、周辺環境との調和に配慮し、土地

利用のコントロールを図ることなどが挙げられている。

② �物流を考慮した中心市街地や住宅地のまちづくりの

推進

2つ目の柱は、中心市街地や住宅地において、荷さばき

などの物流活動が、人の活動と調和した形で、確実に行え

るようにすることである。ウォーカブルなまちづくりや駅

前広場の再編などを進める際には、荷さばきや横持ち搬

送などの物流活動をどの空間・どの時間帯で受け止める

かを考えること、地区の特性に合わせて、行政、商業者、

物流事業者、駐車場事業者など、多様な関係者が相互理

解のもとで取組を進めていく必要があることなどが挙げ

られている。

以上の内容は、別冊として公表された「物流まちづくり

ガイダンス：地区物流対策実践編」7）にも詳細に整理され

ているため参照されたい。

図－ 13　住宅地の人の交通量、荷さばき車両の駐車台数の時間帯分布 3）
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③ �物流を考慮した都市計画・まちづくりによる新たな

価値の創出

3つ目の柱は、以上の①・②を進めることによって、地域

に還元される新たな価値を創出することを述べている。

自治体は事業者等による物流施設等の開発の動向を把握

し、事業者等と連携することにより、地域貢献、地域課題

の解決に寄与する物流施設の立地を誘導すること、都市の

利便性と物流効率を高めるため、人々の多様な買物行動に

対応して宅配をスムーズに受け取れるような受取施設・設

備の適切な配置を促すことなどを提案している。

●5	 調査結果の利活用に向けた取組

第6回東京都市圏物資流動調査では、行政担当者や一

般の方々に調査データを利用してもらいながら、物流まち

づくりの推進を後押しするための3つの取組を行った。

1つ目は、データの活用事例・活用方法をとりまとめた

ガイダンスの公表である8）。このガイダンスでは、荷さば

き駐車場の整備、ウォーカブルなまちづくり、産業団地の

整備など、行政担当者が物流に関連した施策の検討を行

う場面を想定し、物資流動調査のデータで何がわかるの

か、どのような方法で集計を行えばよいのかを分析事例と

ともに紹介している。

2つ目は、調査結果を視覚的にわかりやすく整理した

インフォグラフの公開である9）。物流施設の立地件数、物

流の発生量・集中量、貨物車の発生台数・集中台数、地域

間を行き来する物流量など、地域ごとの物流の実態をビ

ジュアルで確認することができる。

3つ目は、シミュレーションモデルの構築である。第6

回東京都市圏物資流動調査のデータを用いて、事業所

立地から物流需要、貨物車の配送、経路選択までを仮想

的に再現する「東京都市圏物流シミュレーションモデル

（Tokyo FreightSim）」を構築した10）。約140万事業

所、約1,850万世帯、約220万台の貨物車を対象とした

エージェントベースモデルを採用しているため、物流需要

や交通流動の変化を詳細に分析できる点が特徴である。

このモデルを適用したシミュレーションにより、例えば、

物流業界の人手不足がさらに進行した場合にどの地域に

物資が届きづらくなるのか、ネット通販の利用がさらに拡

大した場合に住宅地において貨物車の交通負荷がどの程

度増加するのかなどを試算することが可能である（図－

15はその分析例）。このような分析から将来生じる可能性

のある事象を予見し、施策検討に活かせるようになること

を目指している。なお、今後、本モデルを施策検討のため

の共通基盤として外部公開することも予定している。

●6	 最後に

第6回東京都市圏物資流動調査から、物流は、都市に

暮らす人々や、事業活動を行う企業に必要な物資を届ける

重要な存在であることが改めて確認された。また、物流

業界の人手不足の進行や宅配の増加を背景として、物流

図－ 14　物流まちづくりの 3 つの柱と実践ポイント 6）
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施設立地のあり方や、中心市街地・住宅地における荷さ

ばきへの対応が重要な課題となっていることが明らかと

なった。

こうした課題に対応するためには、物流を都市機能の1

つとして位置付け、物流施設の立地を考慮した土地利用

の推進、物流活動と都市空間との調和を図る地区物流対

策、さらには物流を通じた地域価値の向上に取り組むこと

が重要である。本稿で紹介した「物流まちづくり」は、そ

のための基本的な考え方と方向性を示すものである。

第6回東京都市圏物資流動調査では、ガイダンスの

公表、インフォグラフの公開、シミュレーションモデル

（Tokyo FreightSim）の構築など、行政担当者をはじめ

とする様々な方々のデータ利用を助けるツールを整備し

た。これらを活用しながら、行政担当者、物流事業者、民

間事業者、住民など多様な主体が連携し、物流まちづくり

の具体的な施策や実践手法の検討を進めていくことが求

められる。当研究所も物流まちづくりの推進に向けた検

討に引き続き取り組んでいく。
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